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研究要旨 

 フッ化物洗口は方法が簡便であり、かつ比較的安価に集団に実施することが可能なことから、公

衆衛生的に優れたう蝕予防法とされている。一方、保健施策を実施する上で費用対効果が悪ければ、

いかに優れた保健施策であっても、持続可能性が失われてしまう。そのため、保健施策を医療経済

的観点から評価することは重要である。本研究は、これまでの研究報告を収集し、その結果をまと

めることで、フッ化物洗口の医療経済効果を評価した。その結果、幼児期・学童期におけるフッ化

物洗口の集団応用が、歯科医療費を節減する可能性が示された。一方、今回収集された文献は全て

1990 年代に実施されたものであり、今の時代にフッ化物洗口を導入・継続した場合に、今回収集さ

れた文献と同程度の歯科医療費節減効果が得られるかは定かではない。しかし、今回収集された文

献で報告されていたフッ化物洗口の費用便益比にもとづくと、今の時代にフッ化物洗口を導入・継

続した場合も、フッ化物洗口の歯科医療費節減効果は洗口にかかる費用を上回ると考えられる。 

 

研究協力者 

玉田 雄大 東北大学大学院歯学研究科国際 
歯科保健学分野・大学院生 

 

Ａ．研究目的 

 フッ化物洗口は方法が簡便であり、かつ比較

的安価に集団に実施することが可能なことから、

公衆衛生的に優れたう蝕予防法とされ、日本で

は主に幼児期・学童期の集団フッ化物洗口の普

及が広がっている1)。しかし、保健施策を実施す

る上で費用対効果が悪ければ、いかに優れた保

健施策であっても、持続可能性が失われてしま

う。そこで本研究は、これまでの研究報告を収

集し、その結果をまとめることで、フッ化物洗

口の医療経済効果を評価することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

2021 年 7 月 2 日に PubMed および Web of 

Science、医中誌Webで文献検索を行なった。検

索に用いたキーワードは、PubMedおよびWeb 

of Science では  ("fluoride mouth rinse" or 

"fluoride mouth rinsing" or "fluoride rinsing" 

or "fluoride program") and ("expenses" or 

"expenditure" or "cost" or "economic")とした。

医中誌Webでは、フッ化物洗口 AND (経済 OR 

費用 OR 医療費 OR 診療費)とした。検索によ

りPubMedで12本、Web of Scienceで11本、医

中誌Webで24本の文献を得た。上記検索で得ら

れない文献を得るため、ハンドサーチも行った。 

文献の包含基準は１）タイトルおよび抄録に

対するスクリーニング、２）全文論文に対する

適格性の評価の各段階に設けた。１）における

包含基準は、１．ヒトを対象とした疫学研究で

あることおよび２．原著論文であること、３．

日本のデータに基づいた研究であることとした。

２）における包含基準は、１．フッ化物洗口以

外のフッ化物応用法を同時に実施していないこ

と、２．フッ化物洗口の医療経済効果に関する

データに基づいた言及があることとした。包含

基準を適用した結果、3本が抽出され、ハンドサ

ーチで得られた1本と合わせて、4本の日本語文
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献が得られ、精読の対象となった。 

（倫理面への配慮） 

既に公開されている情報を用いてレビューを

行う研究であり倫理的な問題はないため、研究

倫審査に該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

精読の対象となった 4 本の文献の概要を表 1

に示す。 

磯崎ら 2)は岐阜県内のフッ化物洗口を実施し

ている小学校 3 校（大規模校 1 校と中規模校 2

校）と、フッ化物洗口を実施していない小学校

2 校の入学者を、入学時から卒業時まで追跡し、

フッ化物洗口の経済効果を評価した。フッ化物

洗口は週 5 回法により 6 年間実施された。入学

時と卒業時の歯面別口腔診査の結果より推定

歯科治療費を算出した。フッ化物洗口を実施し

ている大規模校と中規模校で 6 年間の 1 人平均

推定歯科治療費はそれぞれ 11,263 円、11,167

円であった。フッ化物洗口を実施していない小

学校では、6 年間の 1 人平均推定歯科治療費は

16,680 円であり、大規模校と中規模校のフッ化

物洗口に伴う 1 年間の費用便益はそれぞれ 903

円、919 円であった。フッ化物洗口の実施は 1

年間に 1人あたり 785円の直接経費が必要であ

り、大規模校と中規模校のそれぞれの費用便益

比はそれぞれ 1.15、1.17 を示した。よって、小

学校 6年間のフッ化物洗口継続実施による良好

な経済効果が認められた。 

安藤ら 3)は新潟県国民健康保険に加入してい

る県内 108 市町村の 5~19 歳を対象に、フッ化

物洗口の経済効果を評価した。1990 年の各市町

村の国民健康保険による歯科医療費から、フッ

化物洗口による歯科医療費の軽減額を推定し

たところ、新潟県全体で 3 億 8,040 万円の歯科

医療費が軽減されていた。フッ化物洗口を長期

（5~9 歳では 4 年以上、10~14 歳および 15~19

歳では 6 年以上）実施した市町村は、フッ化物

洗口を実施していない市町村と比べ、5~9 歳、

10~14 歳、15~19 歳の各年齢層で 1 人あたりの

平均歯科医療費が 3,286 円、4,556 円、3,612 円

軽減されていた。さらに、フッ化物洗口の経験

年数が増加するほど、より大きな経済効果が得

られる傾向がみられた。フッ化物洗口実施の直

接経費は2,366万円であり、費用便益比は16.08

であった。よって、フッ化物洗口の医療費軽減

効果が認められた。 

葭原ら 4)は新潟県内の地域歯科保健活動とし

てフッ化物洗口を実施している村と、その村に

隣接するフッ化物洗口を実施していない村の

中学校 3 年生の 1 人推定歯科治療費を比較する

ことで、フッ化物洗口の経済効果を評価した。

フッ化物洗口は保育所の 4 歳児から中学校 3 年

生まで、保育所および小学校では週 5 回法、中

学校では週 1 回法で継続実施された。中学校 3

年生の秋に実施された歯科健診の結果を基に、

推定歯科治療費を算出したところ、フッ化物洗

口を実施している村とフッ化物洗口を実施し

ていない村で、中学校 3 年生時点までに要した

1 人平均推定歯科治療費はそれぞれ 4,248 円、

27,840 円であり、節約された推定治療費は

23,592 円であった。同期間のフッ化物洗口の実

施には 1 人あたり 1,252 円の直接経費が必要で

あり、費用便益比は 18.8 を示した。よって、集

団フッ化物洗口を実施することの経済効果が

示唆された。 

岩瀬ら5)は、福岡県内の1町において、フッ化

物洗口を導入する前の小学校1~6年生と、フッ

化物洗口導入から6年経過後の小学校1~6年生

の1人推定歯科治療費を比較することで、フッ化

物洗口の経済効果を評価した。フッ化物洗口は

各学年週1回法で実施された。小学校6年生の秋

に実施された歯科検診の結果を基に、推定歯科

治療費を算出したところ、プログラムを導入す

る前とプログラム導入から6年経過後で、小学校

1~6年生の 1人推定歯科治療費はそれぞれ

22,700円、10,400円であった。よって、フッ化

物洗口の実施により、歯科治療費が節減される

可能性が示された。 
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表 1. レビューに含められた文献のリスト（年代順） 

文献 

研究

デザ

イン 

対象者 介入 

フッ化

物洗口

の費用 

節約された

歯科治療費 
結果の要約 

磯崎

ら. 

1998 

コホ

ート

研究 

岐阜県

内の 5

つの小

学校入

学者を

卒業時

まで追

跡を 3

学年に

実施 

フッ化物

洗口の期

間：小学

校在学中

の 6年間 

 

フッ化物

濃度

250ppm で

週 5回法 

785 円/

人/年 

（器

具・薬

剤等に

要する

直接的

経費） 

フッ化物洗

口実施の大

規模校：

11,263 円/

人/6 年 

フッ化物洗

口実施の中

規模校：

11,167 円/

人/6 年 

フッ化物洗

口未実施

校：16,680

円/人/6 年 

フッ化物洗口を実施している小学

校と、フッ化物洗口を実施していな

い小学校への入学者を、入学時から

卒業時まで追跡し、フッ化物洗口の

経済効果を評価した。フッ化物洗口

を実施している大規模校、中規模校

で 6 年間の 1 人平均推定歯科治療

費はそれぞれ 11,263 円、11,167 円

であった。フッ化物洗口を実施して

いない小学校では、6年間の 1人平

均推定歯科治療費は 16,680 円であ

った。プログラムの実施には 1年間

に 1 人あたり 785 円の直接経費が

必要であり、大規模校と中規模校の

それぞれの費用便益比はそれぞれ

1.15、1.17 を示した。 

安藤

ら. 

1998  

地域

相関

研究 

新潟県

国民健

康保険

に加入

してい

る年内

108 市

町村の

5~19 歳 

個々の市

町村で実

施される

フッ化物

洗口につ

いての具

体的記載

はなし 

2,366

万円/年 

（器

具・薬

剤等に

要する

直接的

経費） 

国民健康保

険の歯科医

療費から推

定したとこ

ろ、3億

8040 万円/

年 

5~9 歳：

8203 万円/

年 

10~14 歳：1

億 6878 万

円/年 

15~19 歳：1

億 2960 万

円/年 

新潟県国民健康保険に加入してい

る県内 108 市町村の 5~19 歳を対象

に、フッ化物洗口の経済効果を評価

した。フッ化物洗口による歯科医療

費の軽減額を推定したところ、新潟

県全体で 3 億 8040 万円の歯科医療

費が軽減されていた。フッ化物洗口

を長期間実施した市町村の 5~19 歳

は、フッ化物洗口を実施していない

市町村の 5~19 歳と比べて、5~9 歳、

10~14 歳、15~19 歳でそれぞれ 1 人

あたりの平均歯科医療費が 3,286

円、4,556 円、3,612 円削減されて

いた。フッ化物洗口の実施には

2,366 万円の直接経費を要し、費用

便益比は 16.08 であった。 

葭原

ら. 

1993 

横断

研究 

新潟県

内の 2

つの村

フッ化物

洗口の期

間：保育

1,252

円/人/

年 

M 村, 4,248

円/人/年; 

K 村, 

フッ化物洗口を実施している村と、

フッ化物洗口を実施していない村

の中学校 3 年生の 1 人推定歯科治
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の中学

校の 3

年生 

園の 4歳

児から中

学 3年生

まで 

保育園・

小学校：

0.05%NaF

溶液で週 5

回法 

中学校：

0.2%NaF 溶

液で週 1

回法 

（器

具・薬

剤等に

要する

直接的

経費） 

27,840 円/

人/年 

療費を比較することで、フッ化物洗

口の経済効果を評価した。フッ化物

洗口を実施している村とフッ化物

洗口を実施していない村で、中学 3

年生時点までに要した 1 人平均推

定歯科治療費はそれぞれ 4,248 円、

27,840 円であり、節約された推定

治療費は 23,592 円であった。同期

間のフッ化物洗口の実施には 1 人

あたり 1,252 円の直接経費が必要

であり、費用便益比は 18.8 を示し

た。 

岩瀬

ら. 

1991 

反復

横断

調査

研究 

福岡県

内のあ

る町の

小学校

1~6 年

生 

フッ化物

洗口の期

間：1984

年に開始 

小学校：

0.2%NaF 溶

液で週 1

回法 

記載な

し 

1984 年の全

学年の児童

平均：

22,700 円/

人,  

1990 年の全

学年の児童

平均：

10,400 円/

人 

福岡県内の 1 町において、フッ化物

洗口を導入する前の小学校 1~6 年

生と、フッ化物洗口導入から 6年経

過後の小学校 1~6 年生の 1 人推定

歯科治療費を比較することで、フッ

化物洗口の経済効果を評価した。フ

ッ化物洗口導入前とフッ化物洗口

導入から 6 年経過後で、小学校 1~6

年生の 1 人推定歯科治療費はそれ

ぞれ37,900円、16,200円であった。 
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Ｄ．考 察 

これまでの研究報告を収集し、その結果を

まとめることで、フッ化物洗口の医療経済効

果を検討した結果、幼児期・学童期におけるフ

ッ化物洗口の集団応用が、歯科医療費を節減

する可能性が示された。 

しかし、今回収集された4つの文献は全て

1990年代に実施されたものであり、今の時代

にフッ化物洗口を導入または継続した場合に、

今回収集された文献と同程度の歯科医療費節

減効果が得られるかは定かではない。その理

由として、フッ化物配合歯磨剤のシェア（市場

占有率）が1990年代半ばまで5割に満たなかっ

たのに対し、1990年代後半から2000年代前半

に急速拡大し、2010年代から9割を超えている
6)影響が考えられる。加えて、12歳児の永久歯

の1人平均う歯数は1993年の3.6本から、2016

年には0.2本に減少しており7)、それに伴い歯

科治療費も減少していると仮定した場合、費

用便益比は1990年代よりも小さな値となる可

能性がある。しかし、安藤ら3)、葭原ら4)の算出

した費用便益比にもとづけば、う蝕が減少し

たことを考慮してもなお、フッ化物洗口の歯

科医療費節減効果は洗口にかかる費用を上回

ると考えられる。 

 

Ｅ．結 論 

 フッ化物洗口が医療経済効果を有する可能

性は示唆されたが、同時にさらなる評価も必

要と考える。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

   なし 

 

Ｇ．研究発表 

１. 論文発表 

なし 

２. 学会発表 

なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 
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